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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第73期
第２四半期
連結累計期間

第74期
第２四半期
連結累計期間

第73期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年９月30日

自平成26年４月１日
至平成26年９月30日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （百万円） 52,547 66,184 137,281

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △112 1,194 2,049

四半期（当期）純利益又は四半

期純損失（△）
（百万円） △372 606 1,250

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,470 2,607 2,649

純資産額 （百万円） 37,046 38,631 36,138

総資産額 （百万円） 163,808 173,062 166,426

１株当たり四半期（当期）純利

益金額又は四半期純損失金額

（△）

（円） △2.39 3.88 8.01

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 22.4 22.1 21.5

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △7,970 △8,589 1,876

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △107 △1,792 △319

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 7,592 9,586 △310

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 12,666 13,612 14,324

 

回次
第73期
第２四半期
連結会計期間

第74期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成25年７月１日
至平成25年９月30日

自平成26年７月１日
至平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 0.62 2.21

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ていません。

２．売上高には、消費税等は含まれていません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第73期連結会計年度、第74期第２四半期

連結累計期間は、潜在株式が存在しないため記載していません。また、第73期第２四半期連結累計期間は１

株当たり四半期純損失金額であり、潜在株式が存在しないため記載していません。

 

EDINET提出書類

鉄建建設株式会社(E00065)

四半期報告書

 2/21



２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】
　以下、「第２．事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しています。
 

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

（１）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動があったものの、各

種政策の効果もあり、雇用・所得環境が改善するなど緩やかな回復基調が続いています。

　建設業界におきましては、公共投資については、関連予算の執行の効果もあり堅調に推移しています。民間投資に

ついても、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動減から回復基調にあります。しかしながら、建設労働者の不

足・資材価格の高騰が継続しており、依然として厳しい経営環境が続いています。

　このような経済情勢のもと、当社グループの当第２四半期連結累計期間における連結業績につきましては、売上高

は66,184百万円（前年同四半期比26.0％増）、営業利益1,004百万円（前年同四半期は、営業利益50百万円）、経常

利益1,194百万円（前年同四半期は、経常損失112百万円）となり、四半期純利益606百万円（前年同四半期は、四半

期純損失372百万円）となりました。

 

　 セグメントの業績は次のとおりです。（セグメントごとの業績については、セグメント間の内部売上高等を含め

 て記載しています。）

　（土木工事）

　　土木工事については、売上高34,516百万円（前年同四半期比36.0％増）、セグメント利益851百万円（前年同四

 半期比149.2％増）となりました。

　（建築工事）

　　建築工事については、売上高30,833百万円（前年同四半期比17.8％増）、セグメント損失12百万円（前年同四

 半期は、セグメント損失511百万円）となりました。

　（不動産事業）

　　不動産事業については、売上高595百万円（前年同四半期比24.3％減）、セグメント利益137百万円（前年同四半

　期比16.6％減）となりました。

　（その他）

　　その他については、売上高7,967百万円（前年同四半期比11.9％増）、セグメント利益34百万円（前年同四半

　期比49.3％減）となりました。

 

　　（注）土木工事、建築工事においては、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中しているた

　　　め、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比べ、第４四半期連結会計期

　　　間の完成工事高が著しく多くなるといった季節的変動があります。
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（２）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、未成工事受入金の増加3,354百万円な

どの増加要因があったものの、仕入債務の減少8,485百万円、その他の資産の増加3,543百万円などの減少要因があ

り、8,589百万円の資金減少（前年同四半期は7,970百万円の資金減少）となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の取得による支出1,776百万円などにより、1,792百万円の資

金減少（前年同四半期は107百万円の資金減少）となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の増加12,300百万円、長期借入金の返済による支出2,331百万

円などにより、9,586百万円の資金増加（前年同四半期は7,592百万円の資金増加）となりました。

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ712百万円

（5.0%）減少し13,612百万円となりました。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、163百万円（土木工事155百万円・建

築工事8百万円）です。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 298,476,000

計 298,476,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 156,689,563 156,689,563
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 156,689,563 156,689,563 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

        　 該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成26年７月１日

～

平成26年９月30日

－ 156,689,563 － 18,293 － 5,289
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（６）【大株主の状況】
 

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

東日本旅客鉄道株式会社 東京都渋谷区代々木２丁目２－２ 15,782 10.07

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５－５ 7,732 4.93

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 7,653 4.88

鹿島建設株式会社 東京都港区元赤坂１丁目３－１ 4,700 3.00

鉄建職員持株会 東京都千代田区三崎町２丁目５－３ 2,983 1.90

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－１１ 2,585 1.65

鉄建取引先持株会 東京都千代田区三崎町２丁目５－３ 2,338 1.49

損害保険ジャパン日本興亜株

式会社
東京都新宿区西新宿１丁目26-１ 1,700 1.08

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１－１ 1,682 1.07

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１－２ 1,577 1.00

計 － 48,734 31.10

 

(注)１. 株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから、平成26年８月18日付で大量保有報告書の変更報告書の写し

　　　　の送付があり、平成26年８月11日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けております

　　　　が、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況

　　　　には含めておりません。

　氏名又は名称 　住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 　東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 　7,653,953 　4.88

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 　東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 　2,092,000 　1.34

　三菱ＵＦＪ投信株式会社 　東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 　261,000   　0.17

　三菱ＵＦＪモルガン・スタンレ

　ー証券株式会社
　東京都千代田区丸の内２丁目５－２ 　572,525   　0.37

計 　－ 　10,579,478 　6.75

 

(注)２. 株式会社みずほ銀行から、平成26年５月22日付で大量保有報告書の変更報告書の写しの送付があり、平成26年５

　　　　月15日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期

　　　　会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。

　氏名又は名称 　住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

　株式会社みずほ銀行 　東京都千代田区大手町１丁目５－５ 　7,732,583 　4.93

　みずほ証券株式会社 　東京都千代田区大手町１丁目５－１ 289,000 　0.18

　みずほ信託銀行株式会社 　東京都中央区八重洲１丁目２－１ 　2,222,000 1.42

計 　－ 10,243,583 　6.54
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

 普通株式

567,000

－ －

完全議決権株式（その他）
 普通株式

155,168,000
155,168 －

単元未満株式
 普通株式

954,563
－ １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 156,689,563 － －

総株主の議決権 － 155,168 －

  （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株（議決権6個）が含まれてい

ます。

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

鉄建建設株式会社

東京都千代田区三崎

町二丁目５－３
567,000 － 567,000 0.36

計 － 567,000 － 567,000 0.36

  （注）上記のほか、株主名簿上は当社名義となっていますが実質的に所有していない株式が1,000株（議決権1個）あ

        ります。なお、当該株式は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれています。

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しています。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けています。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 14,324 13,612

受取手形・完成工事未収入金等 81,660 78,740

有価証券 10 -

販売用不動産 734 671

未成工事支出金 12,840 16,202

不動産事業支出金 1,359 1,359

その他のたな卸資産 ※１ 957 ※１ 646

繰延税金資産 2,007 1,649

その他 3,396 7,043

貸倒引当金 △8 △74

流動資産合計 117,282 119,850

固定資産   

有形固定資産 19,214 19,057

無形固定資産 270 242

投資その他の資産   

投資有価証券 26,077 31,384

繰延税金資産 1,009 4

その他 3,096 3,047

貸倒引当金 △524 △524

投資その他の資産合計 29,659 33,911

固定資産合計 49,143 53,211

資産合計 166,426 173,062
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 56,121 47,635

短期借入金 37,019 49,399

1年内償還予定の社債 800 400

未払金 1,391 964

未払法人税等 396 202

未成工事受入金 3,141 6,496

引当金 1,459 1,594

その他 8,963 9,188

流動負債合計 109,294 115,882

固定負債   

長期借入金 9,832 7,621

再評価に係る繰延税金負債 2,572 2,572

退職給付に係る負債 8,458 8,065

その他 130 289

固定負債合計 20,993 18,548

負債合計 130,287 134,431

純資産の部   

株主資本   

資本金 18,293 18,293

資本剰余金 5,329 5,329

利益剰余金 5,492 5,996

自己株式 △70 △72

株主資本合計 29,045 29,546

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 6,600 8,493

土地再評価差額金 1,191 1,191

退職給付に係る調整累計額 △1,084 △1,017

その他の包括利益累計額合計 6,707 8,667

少数株主持分 385 417

純資産合計 36,138 38,631

負債純資産合計 166,426 173,062
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

売上高   

完成工事高 51,563 65,350

兼業事業売上高 983 833

売上高合計 52,547 66,184

売上原価   

完成工事原価 49,187 61,728

兼業事業売上原価 749 618

売上原価合計 49,937 62,347

売上総利益   

完成工事総利益 2,375 3,621

兼業事業総利益 234 215

売上総利益合計 2,610 3,836

販売費及び一般管理費 ※１ 2,560 ※１ 2,831

営業利益 50 1,004

営業外収益   

受取配当金 214 216

為替差益 － 232

その他 78 86

営業外収益合計 293 535

営業外費用   

支払利息 333 331

為替差損 107 -

貸倒損失 6 -

その他 8 14

営業外費用合計 455 346

経常利益又は経常損失（△） △112 1,194

特別利益   

固定資産売却益 0 0

特別利益合計 0 0

特別損失   

減損損失 27 -

その他 1 1

特別損失合計 28 1

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△140 1,192

法人税、住民税及び事業税 97 113

法人税等調整額 114 431

法人税等合計 211 545

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△）
△352 647

少数株主利益 20 41

四半期純利益又は四半期純損失（△） △372 606
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△）
△352 647

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 2,823 1,892

退職給付に係る調整額 - 67

その他の包括利益合計 2,823 1,960

四半期包括利益 2,470 2,607

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,450 2,566

少数株主に係る四半期包括利益 20 41
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△）
△140 1,192

減価償却費 260 243

減損損失 27 -

貸倒引当金の増減額（△は減少） △17 66

退職給付引当金の増減額（△は減少） △266 -

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） - △204

工事損失引当金の増減額（△は減少） 84 △137

その他の引当金の増減額（△は減少） 34 272

受取利息及び受取配当金 △241 △256

支払利息 333 331

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 0 -

有形固定資産売却損益（△は益） △0 △0

売上債権の増減額（△は増加） 6,112 2,920

未成工事支出金の増減額（△は増加） △4,315 △3,361

たな卸資産の増減額（△は増加） 209 373

その他の資産の増減額（△は増加） △1,634 △3,543

仕入債務の増減額（△は減少） △6,061 △8,485

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,327 3,354

その他の負債の増減額（△は減少） △3,319 △672

その他 △74 △241

小計 △7,681 △8,148

利息及び配当金の受取額 241 255

利息の支払額 △394 △396

法人税等の支払額 △136 △299

営業活動によるキャッシュ・フロー △7,970 △8,589

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の売却及び償還による収入 - 10

有形固定資産の取得による支出 △82 △17

有形固定資産の売却による収入 0 0

無形固定資産の取得による支出 △36 △25

投資有価証券の取得による支出 △5 △1,776

貸付けによる支出 △30 △27

貸付金の回収による収入 47 44

その他 － △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △107 △1,792
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  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 9,300 12,300

長期借入れによる収入 700 200

長期借入金の返済による支出 △1,719 △2,331

社債の償還による支出 △670 △400

リース債務の返済による支出 △13 △13

自己株式の増減額（△は増加） △0 △2

配当金の支払額 － △156

少数株主への配当金の支払額 △4 △10

財務活動によるキャッシュ・フロー 7,592 9,586

現金及び現金同等物に係る換算差額 74 82

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △411 △712

現金及び現金同等物の期首残高 13,077 14,324

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 12,666 ※１ 13,612
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込

額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を平均残存勤務期間

に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使

用する方法へ変更しています。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四半

期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ています。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が83百万円減少し、利益剰余金が53百万円増

加しています。なお、損益に与える影響は軽微です。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．その他のたな卸資産の内訳は次のとおりです。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

材料貯蔵品 955百万円 642百万円

商品 2 3

 

２．偶発債務

（１）連結会社以外の会社等の金融機関借入金等について保証を行っています。

①　借入金保証

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

マンション購入者 31百万円 マンション購入者 29百万円

当社従業員 1 当社従業員 1

計 33 計 31

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりです。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
　　至 平成25年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
　　至 平成26年９月30日）

従業員給料手当 1,212百万円 1,314百万円

賞与引当金繰入額 100 137

退職給付費用 137 120

法定福利費 202 215

通信交通費 184 194

 

２．前第２四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日）

　当社グループの売上高は、主たる事業である土木工事・建築工事において、契約により工事の完成引渡しが第４四半期

連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比べ、第４四

半期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

現金預金勘定 12,666百万円 13,612百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 12,666 13,612

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
普通株式 156 1.0 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　　至　平成25年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連

結損益計

算書計上

額(注）３
 

土木

工事

建築

工事

不動産

事業
計

売上高         

外部顧客への売上高 25,387 26,176 609 52,173 374 52,547 － 52,547

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － 176 176 6,745 6,922 △6,922 －

計 25,387 26,176 786 52,349 7,120 59,469 △6,922 52,547

セグメント利益

又は損失（△）
341 △511 164 △4 67 62 △12 50

（注）１. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設資機材等の販売他の事

業を含んでおります。

２. セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去です。

３. セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　　至　平成26年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連

結損益計

算書計上

額(注）３
 

土木

工事

建築

工事

不動産

事業
計

売上高         

外部顧客への売上高 34,516 30,833 419 65,769 414 66,184 - 66,184

セグメント間の内部

売上高又は振替高 - - 175 175 7,553 7,728 △7,728 -

計 34,516 30,833 595 65,945 7,967 73,912 △7,728 66,184

セグメント利益

又は損失（△）
851 △12 137 976 34 1,010 △6 1,004

（注）１. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設資機材等の販売他の事

業を含んでおります。

２. セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去です。

３. セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
△2円39銭 3円88銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（百万円）
△372 606

普通株主に帰属しない金額　　　　（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）　　　　　　　　　（百万円）
△372 606

普通株式の期中平均株式数　　　　　（千株） 156,136 156,125

　（注）当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載していません。また、前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載していません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年11月14日

鉄建建設株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 安藤　　見

 

 
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 田中　　量

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている鉄建建設株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、鉄建建設株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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